
○ 平成37（2025）年度までの地域包括ケアシステム構築に向けたロードマップ（市町村による取組と県による支援の工程表） 【スケジュール設定の考え方】

平成26年度中…最優先に実施すべきもの

●…既に取組が行われているもの　○…今後取り組む必要があるもの 平成29年度まで…第6期介護保険事業計画中に実施すべきもの

☆…H26の支援事業の候補 平成37年度まで…継続して実施すべきもの又は目標年度中に実施すべきもの
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○第６期介護保険事業計画作成にあたり、現行の日常生活圏域の検
証・見直し
○地域包括支援センターの担当圏域との整合性を確保（日常生活圏域
又はセンター担当圏域の見直し）
○高齢者の移動支援・サービス利用に係る移送支援の検討

介護保険事業
計画への反映

○日常生活圏域の検討における助言
○他県の中山間地域等の日常生活圏域設定で参考となる情報を提供

○運営を委託し、実施方針未提示市町村にあっては早急な実施方針の
提示
○直営による市町村のうち運営方針を策定していない市町村にあって
も極力運営方針を策定
○提示済みの実施方針、策定済みの運営方針にあっても必要な項目が
盛り込まれているか内容を検証

○実施方針の提示、運営方針の策定における助言
○「区域ごとのニーズに応じた業務方針」など必要項目事例の情報提
供

○財源が課題としている市町村は地域支援事業の見直しも視野に入れ
た事業費の再検討
○市町村と民間法人との人事交流の検討
○準ずる職員の採用の検討
○運営協議会における職員確保策の検討

●職員配置基準の見直しや保険財政に影響しない事業費の確保の国へ
の提言・要望を継続
●地域支援事業に係る市町村への助言
○委託等先進事例の情報提供

●県の研修事業、支援事業を活用した職員の資質向上やセンター事業
の内容充実
○地域支援事業を考慮した地域包括支援センターの整備、職員の応援
体制の検討
○委託する場合は市町村の実施方針に見合う財源の確保
○介護予防プラン作成業務の居宅介護支援事業所への委託の促進支援
（特に委託センター）
○在宅介護支援センターの有効な活用の検討

●地域包括支援センター職員研修の内容の充実
●職員配置基準の見直しや保険財政に影響しない事業費の確保の国へ
の提言
○委託時の市町村の実施方針の提示における助言
○市民後見人養成の支援

○センター業務に加え、「地域包括ケアシステム」について自治会単
位などで繰り返し住民に周知を行い、住民参加の「地域包括ケアシス
テム」の構築を推進

○他県、県内事例の情報提供

●地域住民も含めた多職種協働による地域包括支援ネットワークの構
築、充実

○地域包括支援ネットワーク構築に係る助言
○他県、他圏域における地域包括支援ネットワーク構築の情報提供

○医療と介護の連携したシステムの構築（地域ケア会議への医療職の
参画等）
○在宅医療の必要なサービス基盤の整備

○在宅医療・介護連携促進事業による支援
○医療と介護の連携に係る助言、情報提供
○☆二次医療圏を単位とした入退院の連絡調整のルールづくりへの支
援

実施期間(年）
課題への対応方向目指す状態 現状・課題 推進方策（具体的な取組内容）　上段：市町村、下段：県

　地理的条件、介護給付等サービ
スの整備状況などを総合的に考慮
し、高齢者が日常生活を営む地域
として設定（介護保険法第117
条）されている。

■1市町村＝1日常生活圏域となっている市町村（18市
町村)があるが、「高齢者が30分で移動できる範囲ある
いは30分でサービスにたどりつくことができること」
などを目安とする検証が必要。
■日常生活圏域と地域包括支援センターの担当圏域が
異なる市町村がある。

■現日常生活圏域の検証(見直し）
■地域包括支援センター担当圏域
との整合性の確保
■高齢者の移動支援の方法・訪問
サービスや通所サービスの送迎の
あり方等の検討

　包括的支援事業
・介護予防ケアマネジメント業務
・総合相談支援業務
・権利擁護業務
・包括的・継続的ケアマネジメン
ト支援業務
が適正に実施されている。

備考

　地域包括支援センターへの実施
方針の提示、運営方針が策定され
ている。

■包括的支援事業を委託している10市町村のうち実施
方針を提示している市町村は7市町村（70.0％）に止
まっている。
■包括的支援事業を直営で実施している27市町村のう
ち運営方針を策定している市町村は8市町村（29.6％）
に止まっている。
■実施方針を提示、運営方針を策定している市町村に
あっても「区域ごとのニーズに応じた業務方針」など
必要な項目を示していない市町村もある。

■実施方針の提示、運営方針の策
定
■実施方針、運営方針の必要な項
目の検証

項目

1 日常生活圏域

2 実施方針・運営方針

■市町村調査において包括的支援事業の各業務につい
て、共通の課題として「業務量が過大」であることが
あげられる。（≒人員不足）→センターの担当圏域が
過大である。
■51センター中14か所（27.5%)で人員不足、業務量が
過大などで「対応が困難」としている。
■委託センターは直営と比較し、「介護予防ケアマネ
ジメント業務」の比率が高く、「包括的・継続的ケア
マネジメント業務」の割合が低い。
■センター調査では４業務いずれも「課題あり」が
50％を超えており、「業務量が過大である」「対応困
難なケースが多い」などの内容となっている。

■地域包括支援センターの担当圏
域の見直し（増設）
■地域包括支援センターの体制強
化支援

　介護保険法施行規則に準拠し必
要な地域包括支援センター職員が
配置されている。

■保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員の３職種
が全て適正配置されている地域包括支援センターは全
51センター中25か所（49％）に止まっている。

■３職種の適正配置

3 ３職種の配置

4 センター事業

■センター業務や「地域包括ケア
システム」の住民への周知活動の
実施

■地域包括ケアシステムの具体的な内容が住民に周知
徹底されていない。

　センター業務や「地域包括ケ
ア」について、住民に周知されて
いる。

　様々な関係機関・団体による多
職種のネットワークが構築されて
いる。

■33市町村中７市町村（21.2％）が「ネットワークの
構築ができていない」又は「体制が整っていない」状
況にある。
■51センター中14か所（27.5％）が「ネットワークが
構築されていない」状況にある。

■多職種協働による地域包括支援
ネットワークの構築

5 住民への周知

6 地域包括支援ネットワー
ク

■医療と介護が連携したシステム
の構築
■必要な医療サービス基盤の整備
■医療職等に対する地域包括ケア
の普及啓発

■33市町村中22市町村（66.6％）が医療と介護の連携
に「課題がある」としている。
■51センター中33か所（64.7％）が医療と介護の連携
に「課題がある」としている。
■医療職が多忙（人材不足）である。

　地域の実情に応じた医療と介護
が連携したシステムが構築されて
いる。

7 医療と介護の連携

圏域、センター担
当圏域の検証・見
直し 

助言        

情報提供 

３職種の配置 

国への提言・要望 

助言、情報提供 

医療と介護連携システムの構築                   

入退院の連絡調整
のルールづくり支援 

実施方針の提示、
運営方針の策定   

移動支援などの
検討 

実施方針、運営
方針の内容の検
証      

助言                  

情報提供 

センターの整備
検討 

職員の資質向上、センター事業の充実等 
委託業務の適切な遂行、在宅介護支援センターの有効な活用 

研修事業等地域包括支援センターへの支援 
職員配置基準の見直し等 国への提言 

委託業務における市町村の実施方針提示における

助言        

市民後見人養成の支援 

地域包括支援ネットワークの構築、充実 

助言 

ネットワーク構築に関する先進事例情報提供 

助言・情報提供 

在宅医療・介護連携促進事業による支援 

センター業務、地域包括ケアシステムの周知 

他県等事例の情報提供 

在宅医療等サービス基盤整備 



【スケジュール設定の考え方】

平成26年度中…最優先に実施すべきもの

●…既に取組が行われているもの　○…今後取り組む必要があるもの 平成29年度まで…第6期介護保険事業計画中に実施すべきもの

☆…H26の支援事業の候補 平成37年度まで…継続して実施すべきもの又は目標年度中に実施すべきもの
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○幅広い職種で構成された地域ケア会議構成員の再検証（市町村社協
のＣＳＷ、自治会代表者、地域リハビリの広域センター関係職員の参
画の検討）
○個別課題の解決→地域包括支援ネットワークの構築→地域課題の発
見→地域づくり・資源開発→政策形成という一連の流れが市町村の政
策反映につながるようなシステムの構築

○他県、他圏域における地域ケア会議先進事例の情報提供
○☆地域ケア会議構成、機能充実に係る助言者（アドバイザー）の派
遣

○地域の実態に応じ、実態調査や住民への意識調査による潜在ニーズ
の把握方法を検討

○他県、他圏域における潜在ニーズの把握方法の先進事例の情報提供

○地域ケア会議において、当該地域のサービス資源の現状や将来必要
となるサービス資源が検討、協議されるための仕組み構築

○他県、他圏域における地域ケア会議の「地域づくり」、「資源開
発」の先進事例の情報提供

○地域ケア会議の協議結果の社会基盤整備、介護保険事業計画等の行
政計画への位置付け

○他県、他圏域における市町村政策反映の先進事例の情報提供

○市町村単位を越えて保険者単位で運営協議会を設置している市町村
は市町村単位の運営協議会の設置
○運営協議会において「センターの設置事項」、「センター職員の確
保策」等重要事項を審議する仕組みづくり

○運営協議会の設置、運営に関する助言、他県、他圏域における運営
協議会の審議事項に関する事例の情報提供

○地域支援事業交付金を十分活用した上で運営費を確保し、必要な人
員配置に努める。
○認知症包括ケア推進の財源として認知症施策総合推進事業の活用の
検討

●保険財政に影響しない運営費の確保を継続して国へ提言
●地域支援事業交付金に係る調整、助言

○高齢者が安心して暮らせる住まいの確保の検討（軽費老人ホーム、
養護老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホーム等へ
の入居への支援）
●岩手県あんしん賃貸支援事業による支援
○高齢者の安心した住まいの確保に関する助言

●仮設住宅等に居住する高齢者の介護予防等のケア
●被災地地域包括ケア支援事業を活用した職員の資質向上
●復興住宅ライフサポート事業を活用した災害公営住宅居住の高齢者
の見守り事業等の支援の実施

復興基本計画
期間(～H30)

●被災地地域包括ケア支援事業等を活用した高齢者の介護予防のケア
を通じた被災地市町村への支援
●復興住宅ライフサポート事業による災害公営住宅居住の高齢者の見
守り支援（複数年見守り体制の枠組みづくりが課題）
○在宅医療・介護連携促進事業による支援

○県を挙げての市町村のモデル的でチャレンジングな取組を支援する
スキームの創設検討
※（仮称）岩手県地域包括ケアシステム推進機構等
○先進事例の情報提供（他県職員によるセミナー、意見交換会等）

備考項目 目指す状態 現状・課題 課題への対応方向 推進方策（具体的な取組内容）　上段：市町村、下段：県
実施期間(年）

構成員・
機能

潜在ニー
ズの把握

地域づく
り・資源
開発

市町村へ
の政策提
言

9 地域包括支援センター運
営協議会

10 財政上の課題対策

　高齢者の地域での生活支援に関
わる関係機関・関係者で構成され
た地域ケア会議が開催され、機能
している。

■民生委員・住民組織の参加が少ないなど一部構成員
に偏りがみられる。
■個別ケースの検討はほぼ実施している、予定されて
いるが地域課題の発見へとつながらないケースもあ
る。

■地域ケア会議構成員の再検証
■地域ケア会議の各機能の充実

8 地域ケア会議

■実態調査や住民への意識調査に
よる潜在ニーズの把握の検討

■地域ケア会議を設置している27市町村中「実態調査
による潜在ニーズの把握」が9市町村（33.3％）に止
まっている。
■センター調査においても「相談業務を通じて」、
「民生委員からの情報提供」などが多く、実態調査に
よるものは少ない。

　地域の実情に応じ、適切な方法
により潜在ニーズが把握されてい
る。

■地域ケア会議における「地域づ
くり」、「資源開発」の検討

■地域ケア会議を設置している27市町村中、地域ケア
会議で「地域づくり」や「資源開発」の検討を行って
いるのが7市町村（25.9％）、行う予定が5市町村
（18.5％）とあわせても半数に満たない状況にある。

　地域ケア会議の機会を通じ、
「地域づくり」、「資源開発」の
確認と確保等が検討、協議されて
いる。

　地域ケア会議における協議結果
が市町村計画等政策に反映される
仕組みになっている。

■市町村単位を基本とした運営協
議会の設置、運営
■運営協議会における重要事項を
審議する仕組みづくりの構築

■運営協議会は日常生活圏域単位での課題や市町村の
地域包括ケアを検討する場であるが、13市町村で市町
村域を越えて、広域保険者（4保険者）により運営協議
会が設置、運営されている。

　市町村単位の地域包括支援セン
ター運営協議会が設置され適正な
運営がなされている。

■地域ケア会議の協議結果が市町
村の政策に反映される仕組みづく
りの構築

■地域ケア会議の協議結果が市町村の政策に反映され
る仕組みとなっているのは１市町村のみ。

■地域支援事業交付金を活用した
運営費の確保
■認知症包括ケア推進の財源とし
て認知症施策総合推進事業の活用
の検討
■保険財政に影響しない運営費を
国に要望

■33市町村中26市町村（78.8％）が財政上の課題を挙
げており、そのうち20市町村が「職員の財源が確保さ
れていない」としているが、多くの市町村において地
域支援事業交付金が十分活用されていない。
■51センター中41か所（80.4％）が「財政上の課題が
ある」としている。

　地域支援事業交付金が活用さ
れ、必要な財政上の措置がされて
いる。

■高齢者の安心した住まいの確保■センター調査において最も多かった課題が「高齢者
の安心した住まいの確保」（75%）であった。（その他
の課題は他の項目と重複）

■仮設住宅等に居住する高齢者の
引きこもりや生活不活発病の予防
対策
■被災市町村の地域包括支援セン
ター事業に対する支援策
■災害公営住宅への移行に対応し
た支援（見守り、相談等）

■仮設住宅等に居住する高齢者の引きこもりや生活不
活発病が懸念される。
■地域包括支援センター自体も被災するなどサービス
提供に支障を来たしている。
■仮設住宅から災害公営住宅へとステージが変わり、
高齢者を取り巻くコミュニティが変化していくため、
支援のあり方を見直す必要がある。

　仮設住宅居の高齢者に対する支
援など、被災市町村（12市町村）
特有の課題に対する支援が行われ
ている。

　それぞれの課題に対応した地域
包括ケアシステムが構築されてい
る。

11 財政上の課題を除く地域
包括支援システム構築上の
課題対策

12 被災市町村に対する支援

■県による総合的な市町村への支
援の仕組みづくりの構築

■全市町村において地域包括ケアシステムを構築する
ためには既存の枠組みにはとらわれない関係機関、団
体をも巻き込んだ全県的な支援が必要。

　市町村のチャレンジングな取組
みを県が後押しするような仕組み
など、県を挙げて市町村の地域包
括ケアが進められるような仕組み
が構築されている。

13 県による総合的な市町村
への支援

地域ケア会議構
成員の再検討、
機能の充実 

他県、他圏域の先進事例の情報提供、地域ケア会議構成、機能充実に係る助言者の派遣 

潜在ニーズの把握方法の再検証 

他県、他圏域の先進事例の情報提供 

地域ケア会議における「地域づくり」、「資源開発」の
検討する仕組みの構築 

他県、他圏域の先進事例の情報提供 

地域ケア会議の協議結果の行政計画への位置付
け 

他県、他圏域の先進事例の情報提供 

運営協議会設置
単位の検証 

運営協議会審議事項の検討 

運営協議会設置、運営に係る助言、他県先進事例の紹介等情報提供 

地域支援事業交付金を活用した運営費の確保、人
員配置、認知症施策総合推進事業 

高齢者の安心した住まいの確保に関する助言 

保険財政に影響しない運営費の確保を国へ提言 

地域支援事業交付金に係る調整              

県の支援事業を活用した被災地高齢者への各種支援事

業の実施 

被災地支援の各支援事業の実施 
被災地支援事業の予算について国に対し継続要望 

市町村の地域ケアシステム構築のための県を挙げての支援 

先進事例の情報提供等 

高齢者の安心した住まいの確保 


